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Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成21年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

理事（非常勤）

　　　　　　　改定なし

 　　本学が定める役員に支給する期末特別手当（賞与）において、文部科学省国立大学法人
 　評価委員会が行う業務評価の結果を勘案し、当該役員の職務の実績等に応じて、その額の
　１００分の１０の範囲内で増額又は減額することができることとしている。

 　国家公務員に準じて俸給月額を0.3%程度引下げ、併せて期末特別手当の
 支給割合を0.25月分引下げる改正を行った。また，給与構造改革の俸給水
 準引下げに伴う経過措置額の算定基礎額を0.32%引下げた。

 　国家公務員に準じて俸給月額を0.3%程度引下げ、併せて期末特別手当の
 支給割合を0.25月分引下げる改正を行った。また，給与構造改革の俸給水
 準引下げに伴う経過措置額の算定基礎額を0.32%引下げた。

監事

監事（非常勤）

　　　　　　　改定なし

２　役員の報酬等の支給状況

平成21年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,506 13,424 5,030 51 （寒冷地手当）

千円 千円 千円 千円

12,836 9,247 3,500 89 （寒冷地手当）

千円 千円 千円 千円

12,732 8,728 3,429
523
51

（広域異動手当）

（寒冷地手当） 4月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

11,284 7,795 3,435 53 （寒冷地手当） 1月31日

千円 千円 千円 千円

12,822 9,247 3,500
24
51

（通勤手当）
（寒冷地手当）

千円 千円 千円 千円

9,727 6,536 2,934
203 （通勤手当）

1月31日

法人の長

理事D

理事B

理事C

 　国家公務員に準じて俸給月額を0.3%程度引下げ、併せて期末特別手当の
 支給割合を0.25月分引下げる改正を行った。また，給与構造改革の俸給水
 準引下げに伴う経過措置額の算定基礎額を0.32%引下げた。

理事A

前職

理事E

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

9,727 6,536 2,934
203
53

（通勤手当）
（寒冷地手当） 1月31日理事E



千円 千円 千円 千円

1,324 1,304 0 20 （寒冷地手当） 2月1日

千円 千円 千円 千円

1,487 1,452 0 35 （寒冷地手当） 2月1日

千円 千円 千円 千円

3,510 3,510
（　　　　）

3月31日

千円 千円 千円 千円

600 600
（　　　　）

※

３　役員の退職手当の支給状況（平成２１年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

3,749 3 10
平成22年
   1月31日

-

増額又は減額の実績無し
理由：特に増額又は減額とす
る必要はないと法人の長が判
断した。

法人の長

理事

理事G

・「前職」欄の「◇」は、役員出向者を、「＊」は、退職公務員であることを示す。
・総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

法人での在職期間 摘　　要

監事B
（非常勤）

理事F

監事A
（非常勤）

3,749 3 10
   1月31日

-

千円 年 月

該当者なし

断した。

監事A



Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

　　　教員業績評価及び人事評価の結果を考慮し、昇給及び勤勉手当（賞与）の成績率（支給
　　率）の決定に反映させる。

　① 人件費管理の基本方針

　　　「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律
　　第47号）及び「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年７月７日閣議
　　決定）に基づき、教育研究の質を確保しつつ人件費削減を行う。

　　　国家公務員の給与を参考とし、本学の実情を踏まえたうえで適正となるよう給与水準を
　　決定。

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成21年度における給与制度の主な改正点

　 １．初任給を中心とした若年層を除き、俸給月額を平均0.2％引下げた。また、管理職層に
　 　ついては平均0.3％引下げた。
　 ２．給与構造改革の俸給水準引下げに伴う経過措置額の算定基礎額を、引下げ改定が行わ
　 　れる俸給月額を受ける職員を対象に0.24%引下げた。
　 ３．自宅に係る住居手当（新築・購入後５年に限り支給、月額2,500円）を廃止した。
　 ４．期末・勤勉手当の年間支給月数を0.35月分引下げた。[4.44月分→4.09月分]
　 ５．期末特別手当の年間支給月数を0.25月分引下げた。［3.35月分→3.1月分］
　 ６．義務教育等教員特別手当を引下げた。[月額5,000円～20,200円→3,100円～11,700円]
　 ７．特別支援学校の教諭に係る俸給の調整額を廃止し、新たに特別支援教員手当を設けた。
　 ８．教員特殊業務手当額を引上げた。［部活動指導業務：日額1,200円→2,400円 等］

 　６月期及び12月期にそれぞれ在職する職員に対し、教員業績評価
 及び人事評価の結果を考慮し、勤勉手当の成績率を決定する。

 　１月から12月までの期間を良好な成績で勤務した職員について、
 教員業績評価及び人事評価の結果を考慮し、上位の号俸に昇給させ
 ることができる。

給与種目

賞与：勤勉手当
（査定分）

制度の内容

昇 給



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,435 43.4 6,437 4,767 28 1,670
人 歳 千円 千円 千円 千円

286 38.3 4,972 3,730 36 1,242
人 歳 千円 千円 千円 千円

605 48.5 8,243 6,053 20 2,190
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

388 39.0 4,870 3,637 32 1,233
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 53.7 5,283 3,935 36 1,348
人 歳 千円 千円 千円 千円

55 41.4 6,431 4,822 34 1,609
人 歳 千円 千円 千円 千円

20 42.4 6,687 4,989 33 1,698
人 歳 千円 千円 千円 千円

68 44.1 5,520 4,114 37 1,406
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

医療職種
（病院看護師）

教育職種
(附属義務教育学校教員)

区分

常勤職員

うち所定内平均年齢人員 うち賞与
平成21年度の年間給与額（平均）

総額

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医療技術職員）

教育職種
（附属高校教員）

医療職種
（病院医師）

技能・労務職種

指定職種
1

人 歳 千円 千円 　 千円

112 40.4 3,355 2,920 20 435
人 歳 千円 千円 千円 千円

18 55.2 3,721 2,800 42 921
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

54 33.5 2,980 2,980 5 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

2 － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

15 50.4 3,680 2,767 24 913
人 歳 千円 千円 千円 千円

15 30.3 3,260 2,483 27 777
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 67.5 3,788 3,788 24 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 31.8 4,493 3,424 16 1,069
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 － － － － －

　　「技能・労務職種」とは、自動車運転手、看護助手等の業務を行う職種を示す。

注：常勤職員の指定職種及び非常勤職員の学長特別補佐については、該当者が１人のため、当該個人に関する
　情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。

注：非常勤職員の医療職種（病院看護師）については、該当者が２人のため、当該個人に関する情報が特定さ
　れるおそれのあることから、人数以外は記載していない。

非常勤職員

事務・技術

注：「指定職種」とは、特に指定された高度な業務を行う職種を示す。

指定職種

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医療技術職員）

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医師）

技能・労務職種

学長特別補佐

研究機関研究員

特任教員

　　「技能・労務職種」とは、自動車運転手、看護助手等の業務を行う職種を示す。

注：「在外職員」、「再任用職員」及び「任期付職員」の区分は、該当者がないため、表の記載を省略した。

　　「教育職種（附属高校教員）」には、附属特別支援学校教員を含む。

　　「教育職種（附属義務教育学校教員）」には、附属幼稚園教員を含む。



② 年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)〔在外職
員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕
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注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。
　　・事務・技術職員の２０－２３歳の年齢階層の該当者は１人であるため、当該個人に関する情報が特定
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　　・事務・技術職員の２０－２３歳の年齢階層の該当者は１人であるため、当該個人に関する情報が特定
　　　されるおそれのあることから、年間給与については表示していない。
　　・大学教員の２４－２７歳の年齢階層の該当者は４人であるため、当該個人に関する情報が特定される
　　　おそれのあることから、年間給与額の第１・第３分位については表示していない。



（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

5 54.3 9,915 10,310 10,483

20 50.5 6,626 7,693 8,437

21 50.4 6,179 6,452 6,844

94 43.1 5,047 5,485 5,817

27 36.6 4,232 4,560 4,872

119 29.9 3,218 3,631 3,851

（教育職員（大学教員））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

216 56.1 9,339 9,999 10,644

183 47.8 7,377 7,935 8,550

　代表的職位

　　・教授

　　・准教授

　　・主任

　　・係員

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢 平均

　代表的職位

　　・部長

　　・課長

　　・課長補佐

　　・係長

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢 平均

183 47.8 7,377 7,935 8,550

80 45.4 6,940 7,372 7,930

112 39.2 6,015 6,346 6,838

14 31.2 3,809 4,465 4,703

（医療職員（病院看護師））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

1 - - - -

3 55.8 - 7,004 -

23 54.1 6,487 6,679 6,886

56 49.7 5,703 6,032 6,363

305 35.7 3,623 4,448 5,279

・副看護部長の該当者は３人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、第１・第３分
　位の値を記載していない。

　　・副看護部長

　　・看護師長

　　・副看護師長

　　・看護師

・課長には同相当職である「室長」及び「事務長」を、課長補佐には同相当職である「室長補佐」及び「事務長
　補佐」を、係長には同相当職である「技術専門職員」を含む。

・看護部長の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び年
　間給与の平均額については記載していない。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢 平均

　代表的職位

　　・看護部長

　　・准教授

　　・講師

　　・助教

　　・助手



③

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級 6級

標準的 一般職員 主　任 係　長 課長補佐 課　長 課　長

な職位 一般職員 主　任 係　長 課長補佐
人 人 人 人 人 人 人

286 55 77 101 24 18 6
（割合） （19.2 %） （26.9 %） （35.3%） （8.4 %） （ 6.3 %） （ 2.1 %）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

30～23 43～27 57～35 58～40 59～41 58～50

千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,834～
2,119

3,744～
2,463

5,082～
3,229

5,898～
4,320

6,512～
4,581

7,224～
6,287

千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,713～
2,841

4,919～
3,302

6,792～
4,344

7,623～
5,919

8,437～
6,330

9,553～
8,349

区分  8級 9級 10級  

標準的 部　長 別に定める 別に定める  

な職位

（事務・技術職員）

所定内給与
年額(最高～

最低)

千円

7,909～
6,627

年間給与額
(最高～最

低)

千円

10,483～
9,150

人員
人

3
（ 1.0 %）

年齢（最高
～最低）

歳

57～48

 職級別在職状況等（平成22年４月１日現在）（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病
院看護師））

7級

部　長

な職位
人 人 人  

2 該当者なし 該当者なし  
（割合） （ 0.7 %） （ 0.0 %） （ 0.0 %）  

歳 歳 歳  

～ ～ ～  

千円 千円 千円  

～ ～ ～  

千円 千円 千円  

～ ～ ～  

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級 6級

標準的 助手 助教 講師 准教授 教授 別に定める

な職位
人 人 人 人 人 人 人

605 7 119 80 183 216 該当者なし

（割合） （ 1.2 %） （19.7 %） （13.2 %） （ 30.2 %） （35.7 %） （ 0.0 %）
歳 歳 歳 歳 歳 歳

29～27 63～27 62～31 64～33 64～40 ～

千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,265～
2,626

5,988～
2,958

6,508～
3,856

7,444～
4,092

9,841～
5,318

～

千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,244～ 7,721～ 8,732～ 10,048～ 13,343～

所定内給与
年額(最高～

最低)

年間給与額

年間給与額
(最高～最

低)

（教育職員（大学教員））

人員

年齢（最高
～最低）

人員
 

年齢（最高
～最低）

所定内給与
年額(最高～

最低)

4,244～
3,523

7,721～
3,969

8,732～
5,272

10,048～
5,577

13,343～
7,271

～

年間給与額
(最高～最

低)



区分 計 1級 2級 3級 4級 5級 6級

標準的 准看護師 看護師 看護師長 副看護部長 看護部長 看護部長

な職位 看護師長 副看護部長
人 人 人 人 人 人 人

388 該当者なし 305 58 21 3 1

（割合） （ 0.0 %） （78.6 %） （14.9 %） （ 5.4 %） （ 0.8 %） （ 0.3 %）
歳 歳 歳 歳 歳 歳

～ 59～22 59～39 59～48 59～49 ～

千円 千円 千円 千円 千円 千円

～
4,920～
2,273

5,253～
3,728

5,254～
4,420

5,488～
4,730

～

千円 千円 千円 千円 千円 千円

～
6,513～
3,028

7,062～
5,111

7,146～
6,144

7,514～
6,579

～

④

年間給与額
(最高～最

低)

千円

～

注：事務・技術職員の表中の８級における該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあること
　　から、「年齢（最高～最低）」以下の事項について記載していない。
　　医療職員（病院看護師）の表中の６級における該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
　　あることから、「年齢（最高～最低）」以下の事項について記載していない。
注：「標準的な職位」欄中「別に定める」としている職位については、平成２２年４月１日現在、特に定めていない。

賞与（平成２１年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病
院看護師））

（ 0.0 %）

年齢（最高
～最低）

歳

～

所定内給与
年額(最高～

最低)

千円

～

看護部長

人員
人

該当者なし

（医療職員（病院看護師））

7級

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

63.3 65.2 64.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

36.7 34.8 35.7

％ ％ ％

         最高～最低 46.5～27.3 45.7～29.1 46.1～28.3

％ ％ ％

64.1 68.2 66.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

35.9 31.8 33.8

％ ％ ％

         最高～最低 38.3～32.3 34.1～28.4 36.0～31.0

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

61.0 62.6 61.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

39.0 37.4 38.2

％ ％ ％

         最高～最低 46.6～33.9 45.9～30.9 44.3～32.8

％ ％ ％

64.0 68.2 66.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

36.0 31.8 33.8

（教育職員（大学教員））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

（事務・技術職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

（平均）
36.0 31.8 33.8

％ ％ ％

         最高～最低 38.3～31.4 34.1～28.3 36.1～30.8

職員



夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低 ～ ～ ～

％ ％ ％

64.0 68.1 66.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

36.0 31.9 33.8

％ ％ ％

         最高～最低 38.3～32.6 34.1～28.8 36.0～30.6

⑤

88.4

・医療職員（病院看護師）における管理職員は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから記載して
　いない。

職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／教育
職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

（事務・技術職員）

対国家公務員（行政職（一））

（医療職員（病院看護師））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

88.4

99.2

93.9

93.1

95.3

対他の国立大学法人等

（医療職員（病院看護師））

対国家公務員(医療職（三））

対他の国立大学法人等

注１：当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他の国立大学法人等」において
　　　は、すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を 100とし
　　　て、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

対国家公務員（行政職（一））

対他の国立大学法人等

（教育職員（大学教員））



給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 　９５．８

参考 学歴勘案　　　　　　 　８８．８

地域・学歴勘案　　　　９５．８

講ずる措置
　今後も，国家公務員の給与水準等を考慮し，適切な給与水準の維持に努

指数の状況

対国家公務員　　８８．４

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　35.0％
（国からの財政支出額　12,968百万円、支出予算の総額　37,024百万円：平
成21年度予算）

【検証結果】
○国からの財政支出額
　平成20年度13,484百万円に対し、平成21年度は12,968百万円と516百万
円の減となっているが、これは施設整備費補助金が694百万円の減額がなさ
れているからである。
　給与水準は、対国家公務員指数が88.4であり、また、在勤地域・学歴を勘
案した参考指数も88.8～95.8であるため、適正であると思われる。

【累積欠損額について】
累積欠損額０円（平成20年度決算）

項目 内容

○医療職員（病院看護師）

地域勘案　　　　　　　 ９５．９

参考 学歴勘案　　　　　　　 ９１．９

地域・学歴勘案　　　　９４．０

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　９１．４
（注）上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、平成21年度の
教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　35.0％
（国からの財政支出額　12,968百万円、支出予算の総額　37,024百万円：平
成21年度予算）

【検証結果】
○国からの財政支出額
　平成20年度13,484百万円に対し、平成21年度は12,968百万円と516百万
円の減となっているが、これは施設整備費補助金が694百万円の減額がなさ
れているからである。
　給与水準は、対国家公務員指数が93.1であり、また、在勤地域・学歴を勘
案した参考指数も91.9～95.9であるため、適正であると思われる。

【累積欠損額について】
累積欠損額０円（平成20年度決算）

講ずる措置
　今後も，国家公務員の給与水準等を考慮し，適切な給与水準の維持に努
める。

講ずる措置
　今後も，国家公務員の給与水準等を考慮し，適切な給与水準の維持に努
める。

項目 内容

指数の状況

対国家公務員　　　９３．１

教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。
　　なお、平成19年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））との給与
　水準（年額）の比較指標である。



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成21年度）

前年度
（平成20年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

　　総人件費について参考となる事項

（  △ 6.8 ）

注：「非常勤役職員等給与」においては、寄附金、受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員に係る費用
　及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の「(14) 役員及び教職員の給与の明細」に
　おける非常勤の合計額と一致しない。

①　・「給与、報酬等支給総額」については、対前年度比2.3%の減少となるが、これは国家
　　　公務員に準じて、教職員の俸給月額を引き下げたことによるものと考えられる。

（  △10.1 ）

非常勤役職員等給与
1,617,628

最広義人件費
14,661,495 15,248,143 △ 586,648 （  △ 3.8 ） △ 1,077,941

△ 863,126
給与、報酬等支給総額

10,733,301

（ 　   10.7 ）

福利厚生費
1,431,264 1,491,992 △ 60,728 （  △ 4.1 ） △ 159,963

退職手当支給額
879,302 1,282,732 △ 403,430 （  △31.5 ）

（  △ 2.3 ）

1,492,254 125,374 （ 　   8.4 ） 156,690

区　　分 比較増△減
中期目標期間開始時（平
成16年度）からの増△減

△ 211,542 （  △19.4 ）

10,981,165 △ 247,864 （  △ 7.4 ）

基準年度
(平成17年度)

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

12,053,904 11,544,281 11,161,833 10,981,165 10,733,301

△ 4.2 △ 7.4 △ 8.9 △ 11.0

△ 4.2 △ 8.1 △ 9.6 △ 9.3

人件費削減率
（％）

人件費削減率（補正値）
（％）

・「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議
　決定）による人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減
　率であり、平成18年、平成19年、平成21年の行政職（一）職員の年間平均給与の増減
　率はそれぞれ0%、0.7%、0%、▲2.4%である。
・基準年度（平成17年度）の給与、報酬等支給総額は、法人移行時の人件費予算相当額
　を基礎に算出した平成17年度人件費予算相当額である。

①　・「給与、報酬等支給総額」については、対前年度比2.3%の減少となるが、これは国家
　　　公務員に準じて、教職員の俸給月額を引き下げたことによるものと考えられる。
　　・「退職手当支給額」については、対前年度比 31.5%の減少となるが、定年退職による
　　　退職者の人数が前年比で25.6%減少したことによるものと考えられる。
　　・「最広義人件費」については、対前年度比3.8%の減少なるが、これは「給与、報酬等
　　　支給総額」及び「退職手当支給額」の減少によるもののほか、非常勤職員数の増員に
　　　伴う「非常勤役職員等給与」の増加等によるものと考えられる。

②　ⅰ）中期目標の人事の適正化に関する目標として、「簡素で効率的な政府を実現するた
　　　めの行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）及び「行政改革の重要方
　　　針」（平成17年12月24日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を踏ま
　　　え、人件費の削減を行うこととする。
　　ⅱ）中期計画の教職員の人事の適正化に関する目標として、総人件費改革の実行計画を
　　　踏まえ、平成21年度までに概ね４％の人件費の削減を図ることとする。

総人件費改革の取組状況

年　　　度

給与、報酬等支給総額
（千円）

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし。


